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を大 きく転換す る 「食料 ・農業 ・農村 基本
法(以下 「新基本法」と略記)」が成立 した。










う 「旧基本法」の課題をその まま引き継 ぎな
が らその基本的性格において大 きく変容 して
いる。転換点の一つは、農業者優先の農政か
ら消費者も視野に入れた消費者重視の農政へ













































































規模以上とい う要件 を事実上な くして水田 ・
畑作経営所得安定対策と名前を変えて実施 さ
れた。
　 さらに2010年に決定された 「2010年食料 ・
農業 ・農村基本計画」では、民主党の農業政



























　以上のように大 きく転換 した 「2010年食料 ・
農業 ・農村基本計画」 に基づ き、2010年度よ
り 「戸別所得補償制度」が導入され、施策の






































































































































































































































































く5%を 超えた ものの未だ6.7%に過 ぎない。
(2)集落営農の担い手













































































































































































































































































所有 ・共同利用を目的 として組織 されている
集落営農が多数を占めていることが明 らかと

















東 日本なかんず く東北地方によくみ られる少
数の本家あ とつぎ層による 「ワンマ ンファー













が存在 している。それ らの差異のい くつかは
地域の歴史的 ・経済的 ・社会的要因に規定 さ


































　 よる協業(共 同作業)を 伴 う場合と、農家

























回 り利用」 と 「共有機械の操作 を農家が集団
















































③共同利用オペ レー ター型:営 農組合等で
　　共同機械 を保有 し、営農組合の特定の人






























































































　　 しから刈 り取 り、黒豆の播種から販売に
　　至るまで全ての作業に、組合農家がそれ








































































































理 しているが、この成果が 「耕作 しない田が
















































































































































































































































































































関心が 「あ まりない」と 「全 くない」を合わ
せると41.8%、表V-2の 自家の田の見回
りに 「めったに行かない」 と 「行 ったことが
ない」を合計すると約半数近 くになつている。
このように殿畑地区では営農組合設立後は女
性が農業(特 に稲作)か ら離れてい くとい う
状況が生 じている。機械化 による農作業の省
力化が進み、かつての ような土 にはいつ く
ばっての農作業は皆無 となった現在、農業は


































































　歴史的には藩政期 に形成 された村である。今 日、
　実態的には大字や部落、区として、統計的には
　農業集落 と認識される地域社会 を指す。鈴木

























































および春 日 ・竹安(2009)を参照 されたい。
12)「国からの補助金の需給や税金のことを考え
　ると、殿畑営農組合 を現在の任意組合か ら法人
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 Japan is facing urgent need for sustainable agriculture, as the decreasing number and aging of 
farmers have been becoming more serious. In New Agriculture Policy, community-based farm 
cooperatives have been promoted throughout Japan as a measure to maintain and manage farm-
lands in stead of family farming. This paper aims at examining the implication of community-
based farm cooperatives, particularly in regions where the most of farm households are small-
sized and part-time ones. Firstly, the types of community-based farm cooperatives are certificated 
on the base of agriculture census. The cases of paddy villages, "Mura", in Hyogo prefecture are 
analyzed by using the types of community-based farm cooperatives.
Key words : community-based farm cooperatives, sustainable agriculture, agricultural policy, 
         small-sized and  part-time farmer
